
新しく始まる地域支援事業の開始時期について（骨子（案）P７関係） 

区分  事業概要  事業開始時期  

介護予防・日常生活支援総合事業 

 予防給付から移行してくる訪問介護や通所介護を含む「介護予防・生活支援サービス事業」

については、現行のサービス事業所だけでなく、ＮＰＯやボランティア等の多様な主体を活用

しながら実施する。 

 また、すべての高齢者が利用できる「一般介護予防事業」については、現行の一次予防事業

の必要な見直しを行った上で、新規事業である地域リハビリテーション活動支援事業も含めて

実施する。 

平成 29年 4月 

から事業開始 

包
括
的
支
援
事
業 

在宅医療・介護連携の推進 

 医療と介護の両方を必要とする高齢者が、引き続き住み慣れた地域で生活を送ることができ

るよう、次の事業に取り組み、在宅医療・介護の連携を推進する。 

・地域の医療・介護サービス資源の把握 

・在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

・在宅医療・介護連携に関する相談の受付等 

・在宅医療・介護サービス等の情報の共有支援 

・在宅医療・介護関係者の研修 

・24時間 365日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築 

・地域住民への普及啓発 

・二次医療圏内・関係市町村の連携 

平成 27年 4月から

実施可能な事業か

ら開始し、平成 30

年 4 月までには、

すべての事業を開

始 

認知症施策の推進 

 今後、認知症高齢者の増加が予測される中、早期の段階からの適切な診断と支援、認知症に

関する正しい知識と理解に基づく本人や家族等への支援体制を確立する必要があることから、

次の事業を実施する。 

・認知症ケアパスの作成・普及 

・認知症地域支援推進員等の配置 

・認知症初期集中支援チームの設置 

平成 27年 4月から

実施可能な事業か

ら開始し、平成 30

年 4 月までには、

すべての事業を開

始 

地域ケア会議の推進 
 地域ケア会議の開催を通じて、個別課題の解決やケアプランの見直し等に多職種で取り組む

ことで、地域におけるネットワークを構築し、地域課題の発見・共有・解決につなげていく。 
平成 27年 4月 

生活支援サービスの体制整備 

単身世帯等の増加により、生活支援の必要性が増しており、多様な主体による生活支援サー

ビスの提供により、高齢者の生活を支えていくような地域づくりが求められている。生活支援

サービスの充実に向けて、ボランティア等の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネ

ットワーク化を図るため、次の事業を実施する。 

・協議体等の設置 

・生活支援コーディネーターの設置 

平成 27年 4月から

実施可能な事業か

ら開始し、平成 30

年 4 月までには、

すべての事業を開

始 
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
21%

2号保険料
29%

【財源構成】

国 39.5%

都道府県
19.75%

市町村
19.75%

1号保険料
21%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携の推進

○認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施

【参考】介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の構成

【平成26年7月28日全国介護保険担当課長会議資料から抜粋】



介護予防・
日常生活
支援総合
事業
（新しい
総合事業）

介護予防・生活
支援サービス
事業

一般介護予防事業

訪問型サービス
（第１号訪問事業）

通所型サービス
（第１号通所事業）

その他の生活支援サービス
（第１号生活支援事業）

介護予防ケアマネジメント
（第１号介護予防支援事業）

・第１号被保険者の全ての者
・その支援のための活動に
関わる者

（従来の要支援者）

・要支援認定を受け
た者（要支援者）

・基本チェックリスト
該当者（介護予防・
生活支援サービス
対象事業者）

・現行の訪問
介護相当

・多様な
サービス

・現行の通所
介護相当

・多様な
サービス

②介護予防普及啓発事業

③地域介護予防活動支援事業

④一般介護予防事業評価事業

⑤地域リハビリテーション活動支援事業

①介護予防把握事業

【参考】介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の構成

②訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス）

①訪問介護

③訪問型サービスB（住民主体による支援）

④訪問型サービスC（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスD（移動支援）

①通所介護

②通所型サービスA（緩和した基準によるサービス）

③通所型サービスB（住民主体による支援）

④通所型サービスC（短期集中予防サービス）

①栄養改善の目的とした配食

②住民ボランティア等が行う見守り

③訪問型サービス、通所型サービスに準じる
自立支援に資する生活支援（訪問型サービ
ス・通所型サービスの一体的提供等）

※ 上記はサービスの典型例として示しているもの。市町村はこの例を
踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

【平成26年7月28日全国介護保険担当課長会議資料から抜粋】



【平成26年7月28日全国介護保険担当課長会議資料から抜粋】

医療・介護連携・認知症施策・地域ケア会議・生活支援の充実・強化

○ 地域包括ケア実現のため、上記の充実・強化の取組を地域支援事業の枠組みを活用し、市町村が推進。
○ あわせて要支援者に対するサービスの提供の方法を給付から事業へ見直し。
○ これらを市町村が中心となって総合的に取り組むことで地域で高齢者を支える社会が実現。
※「医療・介護連携強化」「認知症施策の推進」「生活支援体制整備」に係る事業については、地域包括支援センター以外の実
施主体に事業を委託することも可能

・連携強化医療・介護連携

認知症施策

地域ケア会議

・施策の推進

・制度化による強化

関係者に対する研修等を通じて、医療と介護の濃
密なネットワークが構築され、効率的、効果的でき
め細かなサービスの提供が実現

初期集中支援チームの関与による認知症の早期
診断、早期対応や地域支援推進員による相談対応
等により認知症でも生活できる地域を実現

多職種連携、地域のニーズや社会資源を的確に把
握可能になり、地域課題への取組が推進され、高
齢者が地域で生活しやすい環境を実現

生活支援 ・体制整備等

コーディネータの配置や協議体の設置等を通じて
地域で高齢者のニーズとボランティア等のマッチン
グを行うことにより、生活支援の充実を実現

→→→消費税の増収分を活用し、地域支援事業を充実（制度改正を踏まえ原則平成27年度から実施予定）

※認知症施策の推進及び生活支援の基盤整備については平成26年度から一部前倒して事業化



○事業の内容
（ア） 地域の医療・介護サービス資源の把握
（イ） 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議
（ウ） 在宅医療・介護連携に関する相談の受付等
（エ） 在宅医療・介護サービスの情報の共有支援
（オ） 在宅医療・介護関係者の研修
（カ） 24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築
（キ） 地域住民への普及啓発

【厚生労働省Ｑ＆Ａから抜粋】
平成30年4月には、原則として（ア）～（ク）の全ての事業を実施し
ていただく必要があると考えている。それまでは、（ア）～（ク）の
一部を実施している場合も、在宅医療・介護連携推進事業を実
施していると解釈する。

（ア） 地域の医療・介護サービス資源の把握

（イ） 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協

（オ） 在宅医療・介護関係者の研修

（カ） 24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制の

（キ） 地域住民への普及啓発

（ウ） 在宅医療・介護連携に関する相談

（エ） 在宅医療・介護サービスの情報の共有支援

◆ＩＣＴを活用した医療と介護の情報連携等

（ク） 二次医療圏内・関係市区町村の連携

【平成26年4月28日介護給付費分科会資料から抜粋】



【平成26年4月28日介護給付費分科会資料から抜粋】



【平成26年4月28日介護給付費分科会資料から抜粋】



○地域包括支援センターが開催
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた
①地域支援ネットワークの構築
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援
③地域課題の把握
などを行う。

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

地域課題の把握

個別の
ケアマネジメント

≪主な構成員≫
自治体職員、包括職員、ケアマネ
ジャー、介護事業者、民生委員、OT、
PT、ST、医師、歯科医師、薬剤師、
看護師、管理栄養士、歯科衛生士その
他必要に応じて参加

※直接サービス提供に当たらない専門
職種も参加

地域包括支援センター（※）レベルでの会議
（地域ケア個別会議）

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

サービス
担当者会議
（全てのケー
スについて、
多職種協働に
より適切なケ
アプランを検
討）

・地域包括支援センターの箇所数：4,484ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,072ヶ所）（平成24年4月末現在）
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,202保険者）で実施（平成24年６月に調査実施）

在宅医療
連携拠点

医師会等関
係団体

医療関係専
門職等

○ 「地域ケア会議」（地域包括支援センター及び市町村レベルの会議）については、地域包括ケアシステムの実現の
ための有効なツールであり、更に取組を進めることが必要。

○ 具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント支援を行うとともに、地域のネット
ワーク構築につなげるなど、実効性あるものとして定着・普及させる。

○ このため、これまで通知に位置づけられていた地域ケア会議について、介護保険法で制度的に位置づける。
・ 適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を
行うものとして位置づけ

・ 市町村が地域ケア会議を行うよう努めなければならない旨を規定
・ 地域ケア会議に参加した者に対する守秘義務を規定 など

地域ケア会議の推進

【平成26年7月28日全国介護保険担当課長会議資料から抜粋】



（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26年度は第１層から着手、平成29年
度までの間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチングする機能が
あるが、これは本事業の対象外

生活支援・介護予防の基盤整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す
る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり
など

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※１ これらの取組については、平成２６年度予算案においても先行的に取り組めるよう５億円を計上。
※２ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用でき
る仕組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要

等

【平成26年7月28日全国介護保険担当課長会議資料から抜粋】


